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　 ₆月のイギリスの EU 離脱決定もアジア諸国に少なからず影響を及ぼした。ネ
6高まる地政学的緊張のなかでも国内需要に支えられて成長するアジア
パールでは，イギリスが最大の援助国であるため，援助の減少や送金の減少，イ
ギリス留学者数の減少などが懸念された。また輸出産業への影響が懸念されたり，
各国で為替レートなどに一時的な変動がみられたりしたものの，2016年時点では
軽微な影響で済んだ。シンガポールではこれを機会に金融センターとしてロンド
ンを超える可能性を探ろうとするなど，チャンスとみなした。
　中国の存在感は一層際立ってきた。本書では東アジア諸国はもちろんのこと，
東南アジア諸国，南アジア諸国も対中国関係について節を設けている。南シナ海
領有権問題をめぐって，ASEAN ではラオス，カンボジアが中国を擁護し，足並
みが乱れた。係争当事者であるベトナムは，中国との関係を重視する立場から慎
重なバランス外交を展開している。 ₇ 月にはオランダ・ハーグの常設仲裁裁判所
が中国側の主張をほぼ全面的に退けた。しかし勝訴したフィリピンでは ₆月に就
任したドゥテルテ大統領が，中国との二国間協議を重視する姿勢に転じていた。
一方でインドネシアやシンガポールは ASEAN のなかでも仲介者という役回りで
あったが，インドネシア領海における中国の海洋進出や，中国の意向を受けた香
港税関によるシンガポール装甲車の押収といった事態にそれぞれ苦慮している。
　中国との政治的関係が緊迫化するなか，経済関係は活発である。アジア諸国は
海外からの投資を渇望しており，中国との関係を抜きに経済発展を語ることはで
きない。アジア諸国は二国間合意や多国間協定に TPP の代替案を見い出している。
アメリカの TPP 離脱を契機に，中国がシルクロード経済構想「一帯一路」やア
ジア太平洋自由貿易圏（FTAAP）や東アジア地域包括的経済連携（RCEP），中国・
パキスタン経済回廊（CPEC）を実現しようとするだろう。
2017年に向けて
　多くのアジア諸国は，旺盛な国内消費と輸出産業を成長の源としている。しか
し，2017年にはアメリカや EU 諸国における保護主義的な傾向が強まる可能性が
ある。さらに，北朝鮮や南シナ海など地政学上の緊張が高進し，経済環境が不安
定化する懸念がある。アジア諸国は二国間 FTA や多国間協定（上海協力機構
［SCO］，ユーラシア経済同盟，ベンガル湾多分野技術経済協力イニシアティブ
［BIMSTEC］）などを不安定化への処方箋として，あるいは海外からの投資誘致・
輸出促進の梃子として用いることになるだろう。
　南シナ海問題では ASEAN が主導する「行動規範」の策定がなされるか，注目
される。 （地域研究センター研究グループ長）
